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研究成果の概要（和文）：医福農連携の具体像としてアグロ・メディコ・ポリスを設定し、それが永続可能な地
域とウェルビーイングの充実につながるという仮説の実証とそのための条件解明を目指したが、コロナ禍のため
に本格的な実態調査ができなかったので、文献研究とオンライン研究会などによる理論化に重点を置いた。
主要な研究成果は、①アグロ・メディコ・ポリスの意義の理論的考察とその国際社会への発信、高齢社会におけ
るアグロ・メディコ・ポリスの可能性についての英文論文の執筆、②アグロ・メディコ・ポリスの前提となる健
全な農業・農村の担い手として小農・家族農業についての検討、③アグロエコロジーによる農業・農村の健全性
の向上の3点である。

研究成果の概要（英文）：This study set up an agro-medico-polis model as a concrete image of 
medical-food-agricultural collaboration, and aimed to substantiate the hypothesis that this would 
lead to a sustainable community and enhanced wellbeing, and to clyarify the conditions for such a 
community. Because of pandemic of COVID-19 virus, a full-scale fact-finding survey was not possible.
 Accordingly, emphasis was placed on literature research and theorizing through online study groups 
and other means.
Major research findings were as follows; (1) Theoretical consideration of the significance of 
agro-medico-polis and its dissemination to the international community, and writing an English paper
 on the potential of agro-medico-polis in an aging society, (2) Examination of small and family 
farming as a bearer of healthy agriculture and rural communities, which makes up a prerequisite for 
agro-medico-polis, (3) Improving agricultural and rural health through agroecology.

研究分野： 農業経済学

キーワード： アグロ・メディコ・ポリス　高齢社会　ウェルビーイング　健全な農業・農村　小農・家族農業　農村
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
アグロ・メディコ・ポリスは、高齢社会におけるウェルビーイングの向上を実現するための仕組み・実践である
と同時に、成熟社会としての高齢社会の積極的意味を実現する機能を持ちえる。しかし、異なった原理を持つ医
療・福祉・農業をどのように結びつけることができるのかについての研究は皆無である。本研究では、この点に
ついて、マルチ・ステークホルダー主義の考え方を援用するとともに、農村地域の経済的・環境的・社会的サス
テナビリティ―とSDGsの観点からの接近が有効であることを明らかにしている。これらの成果を海外事例との比
較によって、政策的含意に結びつけることができれば、汎用性を持つことができる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

農村地域では、日本に限らず世界的にも高齢化と都市への人口移動が進展している。その

中でも日本の農村は、すでに高齢化
．
が終了し、高齢社会に移行したと判断できる。その結果、

地域社会の縮小、社会経済的機能の減退といった農村内部の問題にとどまらず、人口分布の

不均衡や自然・生態環境の荒廃、自然災害リスクの増大、景観の悪化など国土全体にわたる

悪影響が現実の問題として生じ始めている。 

他方では、高齢社会は身体や地域社会に蓄積された知恵を活用して、抑制的な資源利用と

落ち着きのある経済社会と親和的である。にもかかわらず、高齢社会が持つ後者の可能性を

本格的に実証している研究は皆無である。高齢社会をサステイナブルな「成熟社会」として

捉え、その意義を理論的にも実証的にも明確にし、その研究成果に基づく汎用性のある社会

モデルを提示することが世界的にも求められている。 

他方、福祉の分野ではこれまで主流だったウェルフェアからウェルビーイングへの転換

が起きている。従来のウェルフェアは「弱者」を対象に物的・経済的な手段で「救済」する

という性格を強く持つのに対して、ウェルビーイングは健康、生きがい、自信や誇りを自ら

獲得していく主体的な動き（主体的福祉力）に重点がある。高齢社会では肉体的な側面では

虚弱化を避けることはできないので、医療や介護福祉の必要性が高いし、疾病の罹患率も高

くならざるを得ない。また死にも向き合わなければならない。ここに、緩和医療が注目され

る理由があるが、まだ個人対応の段階で、地域全体として取り組む仕組みは見えていない。

地域レベルでの緩和医療の場として、アグロ・メディコ・ポリスは可能性を持つと考えられ

る。 
 
２．研究の目的 

本研究では、アグロ・メディコ・ポリスがサステイナブルな地域の形成と住民のウェルビ

ーイングの充実につながるという仮説を設定し、国際的・国内的な比較研究によってそこに

至るための必要十分条件を解明する。アグロ・メディコ・ポリスとは、農的福祉力と主体的

福祉力に基づいて、医療、福祉介護、農業さらには食との間で結ばれた有機的なネットワー

クの上に成り立っている地域のあり方を指す。アグロ・メディコ・ポリスの形成は農的福祉

力と主体的福祉力を強化する。 

アグロ・メディコ・ポリスという考え方は、川上・小坂のメディコ・ポリス構想の提案

（1988）に触発されて、1996 年に『持続的農村の形成』において申請者が初めて使用した

用語である。農業と医療・福祉を結びつけて地域形成を図るという視点は学術的な独自性で

あり、そこに緩和医療やアグリセラピーのような福祉関連農業サービスによる地域産業化

の道筋を探るという研究方法はほかに例を見ないきわめて創造的な視点である。 

本申請の研究を進めることによって、高齢社会＝成熟社会のモデルをアグロ・メディ

コ・ポリスというかたちで世界に向けて提言できる。ここに、実践的・政策的な意義があ

る。 
 
３．研究の方法 

本研究ではフィールド調査が本来、中心となる方法であるが、研究の実施期間中は、数

次にわたる新型コロナウィルスの感染拡大によって、アグロ・メディコ・ポリスの主要な

アクターである医療機関・医療関係者への聞き取り調査が実施できなかった。このため、



当初予定していた国内の諸地域とアメリカおよびオランダの医福農連携に関する実態調査

が実施できなかったので、実態調査に基づく仮説の検証は十分に転化することができなか

った。その代わりに、アグロ・メディコ・ポリスの重要な前提条件をなす農業・農村の健

全性についての文献研究と限定的な実態調査に力を注いだ。新規のフィールド調査地とし

て、兵庫県丹波市を設定し、生き物調査や給食を通じたアグロ・メディコ・ポリスの形成

に向けたアクション・リサーチを試みた。またオンラインによる研究会、ウェビナーなど

に極力参加して最新情報の収集とアグロ・メディコ・ポリスに向けた理論化を図った。 
 
４．研究成果 

重点を置いた項目と成果は、以下のとおりである。 

①アグロ・メディコ・ポリスの意義の理論的考察とその国際社会への発信 

アグロ・メディコ・ポリスは、高齢社会におけるウェルビーイングの向上を実現するた

めの仕組み・実践であると同時に、成熟社会としての高齢社会の積極的意味を実現する機

能を持ちえる。こうしたアグロ・メディコ・ポリスの可能性についての英文論文をオンラ

イン・ジャーナルに発表した。 

2021年度には、"Is Rural Japan Sustainable? Past, Present and Future of Community-based 

Endeavors"という国際シンポジウム（10月1日～3日、オンライン)において、農村のサステ

ナビリティの観点から、’Can 'Agro-Medico-Polis’ Give New Meanings to Rural Japan?’と題す

る口頭報告を行った。このシンポジウムの主催者はその結果を英語の単行本として出版す

ることを意図していたが、厳しい出版事情の中でまだ実現できていない。出版の見通しが

つかない場合には、完成原稿を国際ジャーナルに投稿する予定である。この論考では、医

療・福祉・農業という異なった原理に基づく分野をどのように結びつけるのかという点に

ついて、マルチ・ステークホルダー主義の考え方を援用するとともに、農村地域の経済

的・環境的・社会的サステナビリティ―とSDGsの観点からの接近が有効であることを明ら

かにしている。これらの成果を海外事例との比較によって、政策的含意に結びつけること

が今後の課題である。 

医福農連携という概念はかなり定着しつつあるし、またアグロ・メディコ・ポリスの柱

である「ウェルビーイング」も広範な注目を集めるに」至った。こうした社会状況の中

で、「高齢社会における医福農連携の具体像としてのアグロ・メディコ・ポリス」とそれ

がもたらす「永続可能な地域の形成と住民のウェルビーイングの充実」がますます重要性

を増してきていることを国際的に発信する意義は大きい。 

なお、高齢社会における不可避の課題のひとつに、終末期のウェルビーイングやターミ

ナルケア、および家族のグリーフケアがある。この課題について、トータルペイン研究会

およびスピリチュアルケア学会に参加して継続的に情報を収集しているが、それをアグ

ロ・メディコ・ポリス構想にどう組み込むかについてはさらなる検討が必要である。 

 

②家族農業と小農（peasant）についての理論的考察 

アグロ・メディコ・ポリスが健全な農業・農村の上に成り立つ以上、その担い手である

小農・家族農業についての検討が不可欠である。2019年度には、農業問題研究学会で欧米

を中心とする小農研究の展開過程とその意義を発表した。また農業・農村の健全性の向上

のためには、開発客体として扱われてきた農民を発展主体として捉え直す農業・農村研究

が必要である。さらに、「持続可能な開発目標」（SDGs）の中核に家族農業・小農が位置



づけられることを明らかにした。 

 

③アグロエコロジーによる農業・農村の健全性の向上 

健全な農業・農村を実現する際に、アグロエコロジーが有効な手段となりうる。この観

点から、アグロエコロジーについての研究も進めてきた。2020年10月に「小農および家族

農業をめぐる国際的動向と日本の現状」として日本有機農業学会で基調講演を行い、この

基調講演の中から、アグロエコロジーに重点を置いた論文が同学会のジャーナルに掲載さ

れた。また、有機農業の経験を踏まえたアグロエコロジーの必要性について報告したFAO-

Pacificの査読付きプロシーディングが刊行された。さらに、兵庫県丹波市において、健

全な農業・農村環境の指標として「田んぼの生き物調査」を実施した。これはアグロ・メ

ディコ・ポリス構想の検討に向けたアクション・リサーチの一環に位置づけることができ

る。 
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